
各種財務比率

固定資産構成比率 （固定資産）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 86.7 86.7 86.4 86.5 86.7
同規模大学 82.4 82.6 84.1 83.8 82.9
本学 87.2 92.6 92.3 91.2 88.9 88.0

有形固定資産構成比率 （有形固定資産）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 61.0 61.2 61.3 61.2 61.2
同規模大学 58.5 58.4 60.3 60.8 60.1
本学 61.5 63.5 62.3 61.0 60.6 59.5

特定資産構成比率 （特定資産）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― 21.3 21.4
同規模大学 ― ― ― 18.9 19.4
本学 25.7 29.1 30.0 27.8 26.7 27.4

流動資産構成比率 （流動資産）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 13.3 13.3 13.6 13.5 13.3
同規模大学 17.6 17.4 15.9 16.2 17.1
本学 12.8 7.4 7.7 8.8 11.1 12.0

固定負債構成比率 （固定負債）/（総負債＋純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 7.2 7.2 7.2 7.2 7.1
同規模大学 9.3 9.2 9.3 7.2 7.3
本学 11.4 11.5 10.7 10.1 10.4 9.9

流動負債構成比率 （流動負債）/（総負債＋純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 5.6 5.4 5.4 5.3 5.3
同規模大学 5.9 6.3 6.1 5.5 5.3
本学 7.4 7.2 6.7 6.7 6.1 6.0

　また、新規追加された財務指標や他大学の資料が公開されていない指標については、過年度の数値を表示していない箇所があります。

　特定資産が総資産に占める比率。各種引当特定資産などの長期にわたって固定的に保持する資産の蓄積状態、および総資産におけ
るバランスを評価する指標。高いほど財政基礎が安定しており、学校法人運営を計画的に行うことができる。

貸借対照表に関する各種財務比率

※学校法人会計基準改正に伴う財務比率の変更について

　固定資産が総資産に占める比率。資産構成のバランスを捉える指標。この比率が高いのは、学校法人の財務的特徴。高くなりすぎ
ると資産の固定化が進み、流動性を欠くこととなるため、低い方が良い。

　固定負債（長期借入金、退職給与引当金等）が総負債および純資産に占める比率。負債構成のバランスと比重を示す指標。高い値
は好ましくない。

　流動負債が総負債および純資産に占める比率。負債構成のバランスと比重を示す指標。財政の安定性を確保するためには、低い方
が良い。ただし、流動負債のなかの前受金については、主として翌年度入学生の納付金であり、短期借入金とは性格が異なるため、
流動負債の分析において注意を要する。

　土地・建物等の有形固定資産が総資産に占める比率。施設設備投資の状態及び総資産におけるバランスを評価する指標。この比率
が高いのは、学校法人の財務的特徴。高くなりすぎると財政を逼迫することとなるため、高い値は好ましくない。

　流動資産が総資産に占める比率。現金預金や短期有価証券の保有状態及び総資産におけるバランスを評価する指標。高いほど資金
流動性に富み、資金繰りを容易に行うことができる。

　平成27年4月に学校法人会計基準が改正されたことに伴い、各種財務指標の名称および算出方法も変更されています。これにより、新規財
務指標として「運用資産余裕比率」「積立率」「経常収支差額比率」「教育活動収支差額比率」「教育活動資金収支差額比率」が加わりました。
その他の財務指標についても、算出計算式において分母を「帰属収入」から「経常収入」ないし「事業活動収入」に変更するといった変更がな
されています。



内部留保資産比率 （現金預金＋特定資産＋有価証券－総負債）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 26.2 26.2 26.2 23.9 24.2
同規模大学 ― ― ― 23.2 23.8
本学 19.7 17.8 20.2 19.6 20.9 23.1

運用資産余裕比率 （現金預金＋特定資産＋有価証券－外部負債）/（経常支出）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8
同規模大学 ― ― ― 1.4 1.4
本学 ― ― ― 1.4 1.5 1.7

純資産構成比率 （純資産）/（総負債＋純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 87.2 87.4 87.5 87.5 87.6
同規模大学 ― ― ― 87.3 87.4
本学 81.2 81.3 82.5 83.2 83.5 84.1

繰越収支差額構成比率 （繰越収支差額）/（総負債＋純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― -13.6 -14.2
同規模大学 ― ― ― -16.4 -18.4
本学 -12.4 -14.0 -14.2 -15.3 -15.5 -15.2

固定比率 （固定資産）/（純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 99.5 99.2 98.8 98.9 98.9
同規模大学 97.2 97.8 99.4 96.0 94.8
本学 107.3 114.0 111.8 109.6 106.4 104.7

固定長期適合率 （固定資産）/（純資産＋固定負債）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 91.9 91.7 91.3 91.4 91.5
同規模大学 87.6 88.2 89.6 88.7 87.5
本学 94.1 99.8 99.0 97.8 94.6 93.6

流動比率 （流動資産）/（流動負債）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 237.1 245.9 253.2 254.1 252.2
同規模大学 297.7 274.7 261.1 294.3 322.7
本学 173.7 102.6 114.4 130.7 183.7 200.1

　純資産が総負債と純資産の合計額に占める比率。学校法人の資金調達状況を分析する上で､最も概括的で重要な指標。高いほど良
い。この比率が50%を下回ると、他人資金が自己資金を上回ることを意味する。

　繰越収支差額が、総負債と純資産の合計額に占める比率｡繰越収支差額とは､過去の会計年度の事業活動収入超過額もしくは支出超
過額の累計であり､一般的にはプラスであるほうが良い｡しかし､事業活動収支差額は各年度の基本金組入状況によって左右されるた
め､この比率で評価を行う場合は基本金の内訳とその構成比率と併せて検討する必要がある｡

 現金預金と特定資産（各種引当資産）と有価証券を合計した「運用資産」から総負債を引いた金額が総資産に占める比率。この比
率がプラスであると「運用資産」で負債総額をすべて充当でき、結果として有形固定資産は自己資金で調達されていることを意味す
る。高いほど運用資産の蓄積度が大きい。

　運用資産から外部負債（借入金、未払金等）を差し引いた金額が、法人の1年間の経常的支出規模の何倍かを示す比率。この比率
が1.0を超えていると、1年間の経常的支出を運用資産のみで賄えるだけの資金を持つことを意味する。高いほど良い。なお、この比
率の単位は（年）である。

　固定資産の純資産に対する割合。土地、建物等の固定資産にどの程度純資産が投下されているか、資金の調達源泉とその使途を対
比させる関係比率。本来施設設備への投下資金は自己資金を充てることが望ましいので、低い値が望ましい。なお、固定資産のう
ち、有形固定資産とその他の固定資産の割合にも留意が必要。

　固定資産の純資産と固定負債の合計である長期資金に対する割合。固定資産の取得のための資金が長期間活用できる安定した資金
（自己資金と長期負債）でどれだけ賄えているかを見る。100％以下で低いほど良い。先述の固定比率が100％以上の場合、この固
定長期適合率を併用して分析する必要がある。

   一年以内に償還または支払うべき負債に対する短期的な支払能力を示す重要な指標。高い値が良い。学校法人では負債に含まれる
前受金の比重が高く、多額の棚卸資産がないため、一般的にこの比率は企業より低い。



総負債比率 （総負債）/（総資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 12.8 12.6 12.5 12.5 12.4
同規模大学 15.2 15.6 15.4 12.7 12.6
本学 18.8 18.7 17.5 16.8 16.5 15.9

負債比率 （総負債）/（純資産）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 14.7 14.4 14.3 14.3 14.2
同規模大学 17.9 18.4 18.1 14.6 14.4
本学 23.1 23.1 21.2 20.2 19.8 18.9

前受金保有率 （現預金）/（前受金）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 324.0 327.9 344.6 342.7 345.8
同規模大学 ― ― ― 428.3 451.8
本学 237.8 116.2 136.9 151.8 236.4 251.8

退職給与引当特定資産保有率 （退職給与引当特定資産）/（退職給与引当金）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 66.5 67.1 67.6 68.8 69.2
同規模大学 49.6 50.7 52.0 58.4 54.3
本学 96.2 98.2 98.9 98.9 98.4 97.4

基本金比率 （基本金）/（基本金要組入額）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 97.1 97.1 97.1 97.2 97.3
同規模大学 97.1 97.4 97.6 97.2 97.6
本学 92.5 92.3 93.3 94.1 93.9 94.5

減価償却比率 （減価償却累計額）/（減価償却資産取得価額）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 47.1 48.0 48.4 49.0 49.6
同規模大学 ― ― ― 50.3 51.8
本学 46.7 45.0 46.8 49.0 50.0 51.3

積立率 （現金預金＋特定資産＋有価証券）/（減価償却累計額＋退職給与引当金＋2号基本金＋3号基本金）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― 80.2 78.9
同規模大学 ― ― ― 74.0 71.2
本学 ― ― ― 78.3 78.2 79.9

　学校法人経営を長期的に継続するために必要な運用資産の保有状況を表す比率。学校法人全体の長期的財政状況の概括のための指
標。一般的には高い方が良い。ただし、例えば将来計画において部門の規模縮小や廃止が予定されている場合には算定式から不要分
を除外して試算する等、各学校法人の状況に応じた試算を併用することが好ましい。

  流動負債のなかの前受金と流動資産のなかの現金預金との関係比率。翌年度の事業活動収入となるべき授業料や入学金等を当該年
度に前受した資金が、翌年度繰越支払資金として、当該年度末に保有されているかどうかを示す。高い方が良い。100％を割ると、
前受金が先食いされているか、現金預金以外のものに運用されていることを示している。

  固定負債のなかの退職給与引当金と、特定資産のなかの退職給与引当特定資産との比率。引当金に見合う資産を引当特定資産とし
てどの程度保有しているかを示す指標で、高い方が良い。引当特定資産ではなく現金預金、有価証券等の形で引当金相当額を留保し
ている場合にはこの財務比率は下がる。

  基本金組入対象資産額（＝要組入額）に対し、実際に組み入れた基本金の比率。未組入額があるのは、借入金・未払金により基本

金組入対象資産を取得していることを意味する。100％に近いほど良い。

　減価償却資産の取得価額と残存価額との差である減価償却累計額が、取得価額に占める比率。資産の取得年次が古いほど、または
耐用年数を短期間に設定しているほど、この比率は高くなる。

  負債総額の総資産に対する割合。総資産に対する他人資金の比重を示す。低いほど良く、50％を超えると負債総額が自己資金を上

回ることになり、さらに100％を超えると負債総額が資産総額を上回る状態（債務超過）となる。

  他人資金と自己資金との関係比率。他人資金が自己資金を上回っていないかを見る指標で、100％以下で低い方がよい。



事業活動収支計算に関する各種財務比率

人件費比率 （人件費）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 52.8 52.4 50.9 53.7 53.6

同規模大学 52.5 51.8 49.5 54.4 54.8

本学 49.6 53.6 52.7 53.8 52.4 55.1

人件費依存率 （人件費）/（学生生徒等納付金）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 71.9 72.4 73.3 73.0 72.8

同規模大学 67.5 66.3 66.5 67.4 67.7

本学 59.2 67.0 65.0 68.2 64.9 68.4

教育研究経費比率 （教育研究経費）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 31.2 31.5 31.5 33.2 33.0

同規模大学 30.1 31.0 31.0 35.1 35.7

本学 32.2 29.7 32.8 34.6 35.0 33.7

管理経費比率 （管理経費）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 9.2 8.8 9.0 9.3 9.0

同規模大学 8.5 8.2 8.2 8.8 8.7

本学 11.7 9.9 10.2 9.2 9.7 10.2

借入金等利息比率 （借入金等利息）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2

同規模大学 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2

本学 0.9 0.7 0.7 0.6 0.6 0.5

事業活動収支差額比率 （基本金組入前当年度収支差額）/（事業活動収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 4.8 5.2 7.2 4.7 4.9

同規模大学 ― ― ― 2.8 0.4

本学 4.6 5.5 3.1 2.1 2.8 0.6

基本金組入後収支比率 （事業活動支出）/（事業活動収入－基本金組入額）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 107.9 107.8 107.5 108.6 107.8

同規模大学 100.5 102.3 103.8 115.4 111.0

本学 111.2 109.1 100.6 105.5 101.8 99.4

  人件費の経常収入に対する割合。人件費は事業活動支出のなかで最大の部分を占めているため、高い値は好ましくない。教育研究
条件等に配慮しながら各学校の実態にかなった水準を保つ必要がある。

　事業活動収入から基本金組入額を控除した額に対する、事業活動支出が占める割合。収支が均衡する100％前後が望ましい。固定
資産の取得などで基本金組入れが著しく大きい年度には、この比率が一時的に急上昇することもある。

　事業活動収入に対する、基本金組入前当年度収支差額の割合。この比率がプラスで大きいほど自己資金が充実されていることとな
り、経営に余裕があると見なすことができる。高いほど良い。マイナスになると基本金組入前で既に事業活動支出超過であり、資金
繰りに支障をきたす可能性を示す。

　借入金等利息の経常収入に対する割合。この比率は、学校法人の借入金等の額及び借入条件等によって影響を受けており、貸借対
照表の負債状態が事業活動収支計算書にも反映しているため、学校法人の財務を分析する上で、重要な財務比率の一つである。この
比率は低いほど良い。

　管理経費の経常収入に対する割合。学校法人の運営のためには、ある程度の経費の支出はやむを得ないが、比率としては低い方が
望ましい。

  教育研究に関する光熱水費、消耗品費、旅費交通費、奨学費等の各種経費と教育用固定資産の減価償却額の合算額が経常収入に占
める割合。教育研究活動の維持・発展のためには高くなることが望ましいが、著しく高くなると収支の均衡を崩す要因となる。

  人件費の学生生徒等納付金に対する割合。人件費は学生生徒等納付金の範囲に収まっていること、すなわち、この比率が100％を
超えないことが経営上好ましい。



学生生徒等納付金比率 （学生生徒等納付金）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 73.4 72.4 69.5 73.7 73.7

同規模大学 77.8 78.1 74.5 80.7 80.9

本学 83.8 80.0 81.2 79.0 80.7 80.5

寄付金比率 （寄付金）/（事業活動収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 2.0 2.2 3.9 2.3 3.0

同規模大学 4.9 4.2 3.4 2.3 1.8

本学 0.6 1.1 0.9 0.5 0.7 0.6

補助金比率 （補助金）/（事業活動収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 12.6 12.8 12.2 12.5 12.3

同規模大学 8.7 9.1 8.9 10.3 10.3

本学 7.7 8.3 8.1 8.3 7.4 7.6

基本金組入率 （基本金組入額）/（事業活動収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 11.7 12.1 13.6 12.2 11.8

同規模大学 7.2 10.2 13.0 15.8 10.3

本学 14.1 13.4 3.6 7.2 4.5 0.0

減価償却額比率 （減価償却額）/（経常支出）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） 11.8 11.7 11.5 11.8 11.8

同規模大学 ― ― ― 12.6 12.6

本学 10.9 10.5 11.9 11.6 11.5 11.4

経常収支差額比率 （経常収支差額）/（経常収入）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― 3.4 4.1

同規模大学 ― ― ― 1.5 0.6

本学 ― ― ― 1.6 2.2 0.4

教育活動収支差額比率 （教育活動収支差額）/（教育活動収入計）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― 1.8 2.7

同規模大学 ― ― ― 0.7 0.1

本学 ― ― ― 0.9 1.4 -0.5

　経常的な収支バランスを表す比率。

　本業である教育活動の収支バランスを表す比率。

　事業活動収入のなかからどれだけ基本金に組入れたかを示す比率。資産の充実のためには、この比率が安定的に高いことが望まし
い。施設等の取得その他により、一時的にこの比率が上昇する場合がある。この比率の評価に際しては､基本金の組入れ内容が単年
度の固定資産の取得によるものか､計画的な組入れによるものか等の組入れの実態を確認しておく必要がある｡

　当該年度の経常支出のうち減価償却額がどの程度の水準にあるかを測る比率｡減価償却額は経費に計上されているが実際の資金支
出は伴わないため、別の視点では実質的には消費されずに蓄積される資金の割合を示したものともいえる。

  文部科学省等の補助金が経常収入に占める比率。この比率は、第二の収入源泉である補助金の獲得努力の成果を示す指標となる。
一般的には高い方が良いが、その場合は学校の独自財源が相対的に小さいことも示し、政策変更の影響を受けやすく学校経営の柔軟
性が損なわれている可能性が否定できない。

　寄付金が事業活動収入に占める比率。経営安定のためには、私立学校にとって重要な収入源である寄付金を一定水準以上確保する
必要があり、この比率はその達成度を示す指標である。高い方が良い。

　学生納付金が経常収入に占める割合。学生納付金は、事業活動収入のなかで最大の比重を占めており、補助金・寄付金に比べ第三
者の意向に左右されにくい重要な自己財源である。したがって、この比率が高水準で安定的に推移していることが望ましい。



活動区分資金収支計算に関する各種財務比率

教育活動資金収支差額比率 （教育活動資金収支差額）/（教育活動資金収入計）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学法人平均（医歯除く） ― ― ― 13.4 14.2

同規模大学 ― ― ― 11.3 12.4

本学 ― ― ― 10.9 12.3 13.7

　教育活動資金収支差額が教育活動収入に占める割合。学校法人における本業である「教育活動」でキャッシュフローが生み出せて
いるかを測る比率。プラスであることが望ましいが、「その他の活動」でキャッシュフローを生み出し、教育研究活動の原資とし
ている場合もあり得るため、「その他の活動」の収支状況を併せて確認する必要がある。




